
2015年11月２日 

深刻化する人手不足 

 

 

求める人材について 

▶人手不足企業が求める人材としては、「一定のキャリアを積んだミドル人材」     
（６７．９％）が最も高く、「管理職経験者等のシニア人材」は低い割合であっ
た （図５）。企業が、教育が必要な大学や高校の新卒よりも、現場においてす
ぐに仕事を任せられる即戦力としてのミドル人材に期待を寄せていることがうか
がえる。 

▶業種別に見ても、すべての業種で「ミドル人材」の割合が最も高い（図６）。 
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『人手不足への対応に関する調査結果』 概要（１） 

－（２０１５年８月26日公表 http://www.jcci.or.jp/shortage%20of%20workers3.pdf）－   

n =2,625 

図３：人員の過不足状況について（％） 
図４：図１の設問で、人員が「不足」と回答した企業の割合
（業種別・％） 

n =1,319 

（％） 

図５：求める人材について（図３の設問で「不足」と回答した企業のみ）【複数回答】 
   ＜全産業＞ 

 

 

調査概要 
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▶ 人員の過不足状況については、全体の半数以上の企業で「不足している」と回答  

（図３）があり、人手不足が深刻。業種別に見ると「介護・看護」「運輸業」「建設

業」で人手不足感が強い（図４）。 

n =1,299 

▶日本商工会議所（三村明夫会頭）はこのたび、「人手不足への対応に関する調査結

果」を取りまとめた。本調査は、全国の中小企業4,072社を対象に、人手不足につい

ての影響を把握するために、ヒアリング調査を行ったもの。 

（調査期間：27 年6 月1～23 日  回答数：2,625 事業者、回答率：64.5％） 

図１：回答企業の内訳：業種別（％） 図２：回答企業の内訳：従業員数規模別（％） 

図６：求める人材について（図３の設問で「不足」と回答した企業のみ【複数回答】  
   ＜業種別集計＞ 

（％） 

http://www.jcci.or.jp/
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▶ 少子化による労働力人口の減少という構造的な課題の中でわが国が成長を維持する
ためには労働生産性の向上が不可欠。労働生産性向上に向けた取り組みについては、
回答した企業の半数以上が取り組みを実施している結果となった（図１１）。 

▶ 従業員数規模の小さな企業ほど生産性向上に取り組めていない傾向にあり    
（図１２）、商工会議所は今後とも様々な支援をとおして企業の取り組みを支援して
いく。 

▶ 実施している企業に対し取り組み内容を尋ねたところ、「人材育成」が７１．２％
となった（図１３）。 

日本商工会議所 提出資料 

『人手不足への対応に関する調査結果』 概要（２） 
－（２０１５年８月26日公表 http://www.jcci.or.jp/shortage%20of%20workers3.pdf）－   

 

 

人手不足解消に向けた若者・女性・高齢者の活躍、外国人の受入れについて 

▶人手不足解消には、意欲と能力のある多様な人材が活躍できる環境の整備が不可欠。 
▶女性の活躍促進について「実施している（４２．８％）」、「実施を検討している（２１．０％）」を合
計すると、６割を超える企業で女性の活躍推進について対応を講じている（図７・図８）。 

▶高齢者の活躍推進については、既に６５歳以降まで働ける仕組みを構築済みの企業が
７１．３％で、中小企業におけるより一層の高齢者の活躍が期待される（図９）。 

▶非技術的分野の外国人の受入れについては、企業の見方は分かれている（図１０）。 
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図７：女性の活躍促進について（％） 

図９：６５歳以降まで勤務ができる社内体制（％） 

図１１：労働生産性向上への取り組み実施状況（％） 図１２：労働生産性向上への取り組み状況 

     ＜従業員数規模別＞             （％） 

図１０：非技術的分野の外国人労働者の受入れ（％） 

図８：実施している取り組みについて（％）【複数回答】 
  （図７の設問で「実施している」と回答した企業のみ） 
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人材育成（従業員に対する教育・訓練支援含む） 

取引（販売）価格の維持・向上（差別化、ブランド強化、提

案力向上、親会社との交渉などによる） 

人員配置の見直し、長時間労働の抑制 

業務改善、ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの見直しによる合理化・ｺｽﾄ削減

（外部委託、共通業務の集約化など） 

既存市場での顧客数の増加 

図１３：実施している取り組み内容（図１１の設問で「実施している」と回答した企業のみ）（％） 
    ※回答の多かった上位５項目 

 

人手不足解消に向けた労働生産性向上への取り組みについて 

n =2,625 

n =1,416 

http://www.jcci.or.jp/

